
 農業農村分野・情報通信分野の知⾒を有する⺠間事業者や先進⾃治
体と連携して、情報通信環境整備に取り組む市町村や農業者団体等
の皆様をサポートします。

都道府県、市町村、農業者団体（⼟地改良区、JA等）、地域協議会など「農⼭
漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策）」の事業主体となる団体。
※「農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策）」の申請を決めていない場合でも御応募い
ただけます。

具体的な⽀援内容は応募⽤紙の記載内容に応じて、個別に相談しながら地域の実
態に合ったかたちで進めさせていただきます。
 地域課題の整理、取組の⽅向性検討のためのオンラインセミナー等による情報提供
 取組の⽅向性を踏まえたＩＣＴの活⽤とそのための情報通信環境の提案、事例紹介
 情報通信環境整備に向けた調査・計画づくりの⽀援 等

別紙の応募⽤紙を事務局（nntsushin_jyunbikai@maff.go.jp）までご提出く
ださい。締切︓令和４年８⽉２６⽇（⾦）※締切後でも何かございましたらお気軽にお問合せください。

農業農村の情報通信環境整備に取り組む皆様へ

１．応募者

農林⽔産省農村振興局地域整備課
（⼤塚、⼩野寺、萩尾、中⼭）

電話︓03-3502-8111（内線5615）
nntsushin_jyunbikai@maff.go.jp

情報通信技術を活⽤したいとい
う農家の声は⽿にするけど。先
進⾃治体の取組を視察したいな。

情報通信環境を整備すると何が
できる？そのために何が必要な
の？実際にどんな事例がある？

情報通信基盤の整備を⽀援する
事業があるのか。活⽤するには
どんな⼿続が必要？要件は？

まずは⾊々な話を聞きたいな。
相談できるアドバイザーに来て
もらえないかな。

 準備段階（構想策定等）のサポート
• 農業農村における情報通信環境整備の
事例や先進⾃治体の取組紹介及び視察
調整

• ワークショップへの専⾨家派遣
• 地域の課題解決のためのＩＣＴ活⽤⽅
針とそのための情報通信環境の御提案

 事業申請のサポート
• 農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整
備対策）の内容、要件、⼿続等の説明、
事業計画書の作成アドバイス

詳しくはコチラ
農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）ホームページ

「農業農村における情報通信環境整備のガイドライン」を策定しました︕

2．⽀援内容

３．応募⽅法



応募用紙（準備会によるサポート希望） 
 

団体名 ○○ 所在地 〇〇県〇〇市 
担当者 部署・役職 ○○部〇〇課 ⽒名 ○○ ○○ 

連絡先 
電話： 
メール： 

 
（１）地域における取組状況について該当するものにチェックをお願いします。 

☐ 農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策）の申請段階にある。 
☐ 交付⾦の申請を⾒据えて具体的な検討を開始している。 
☐ ICT 活⽤に向けた要望はあるが、現時点で具体的な検討には⾄っていない。 
☐ ICT 活⽤に向けた要望はないが、農業農村における ICT の活⽤事例等につい 

て情報収集しておきたい。 
☐ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

（２）上記（１）に関して該当するものにチェックをお願いします。 
☐ オンラインもしくは対⾯（東京）で、地域の課題（要望）や取組状況、希望す 

る⽀援内容等について説明可能である。 
☐ 現時点で説明したい内容（材料）は特にない。 
☐ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

（３）実施予定の取組内容について該当するものにチェックをお願いします。 
☐ ⽔⽥遠隔⽔管理（⾃動給⽔栓） ☐ 農業⽔利システムの⼀元管理 
☐ 農業⽔利施設（⽤排⽔路、分⽔⼯、⽤排⽔機場、ため池等）の監視 
☐ 集落排⽔施設・農道の監視 ☐ ほ場・ハウスの環境管理（温度、湿度など） 
☐ ⿃獣害対策   ☐ 地域活性化 
☐ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

（４）希望する⽀援内容について該当するものにチェックをお願いします。 
☐ ICT 活⽤を実現するための最適な通信環境整備の提案 
☐ ICT 活⽤に向けた⽅向性検討及び体制づくり⽀援 
☐ ワークショップ等へ専⾨家派遣  ☐ 先進⾃治体への視察調整 
☐ オンラインセミナーの開催（ICT 活⽤や先進地区事例の紹介等） 
☐ 農⼭漁村振興交付⾦（情報通信環境整備対策）に関する詳細な説明 
☐ その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

（５）下記項⽬について該当するものにチェックをお願いします（わかる範囲で結構です）。 
・地域における検討体制に⼟地改良区が参画 ☐ している / ☐ していない 
・スマート農業に関するプロジェクトを推進(実施) ☐ している / ☐ していない 
・検討対象地域に携帯電話の不感地帯(圏外)が存在 ☐ している / ☐ していない  

（６）特筆すべき点等がございましたら記載をお願いします。 
 
 
 
 
 

 
※希望するサポートを実施できない場合もございますのであらかじめご了承ください。 



調査・計画策定

施設整備

運⽤開始

︵
情
報
通
信
環
境
整
備
対
策
︶

農
⼭
漁
村
振
興
交
付
⾦

⽅針検討、推進体制
づくり

ICT活⽤・通信環境
の必要性認識

 地域の将来にとって必要な通
信環境ってなんだろう︖

 どんな体制・役割分担で進め
ていったらいいんだろう︖

＜各段階で⽣じる課題＞

 ICTで何ができる︖そのために
何が必要なの︖

 実際にどんな事例がある︖

＜準備会の活動＞

（事業実施準備）

⽅針・体制づくりサポート
ワークショップへの専⾨家派遣、
ICT活⽤に向けた⽅向性の検討
及び体制づくり⽀援

事業申請サポート
事業内容、要件、⼿続等の説明
事業計画書等の作成アドバイス

（事業実施中）

調査・計画策定サポート
最適な通信環境整備の提案

事業申請

＜情報通信環境整備の流れ＞

○情報通信環境の整備の推進を図るため「農⼭漁村振興交付⾦ 情報通信環境整備対策」による助成に
加え、事業主体となる地⽅⾃治体や農業者団体等に対し、情報通信環境整備の普及啓発、事業実施前
〜実施中に⽣じる様々な課題へのサポートを実施。

助成

 国の事業を活⽤するにはどんな
⼿続が必要︖要件は︖

 地域の合意形成、調査・計画
づくり、施設整備にあたって
相談できるアドバイザーや協
働できるパートナーが必要。

ＨＰによる情報発信
オンラインセミナー
先進地区への視察調整

普及・啓発

運
⽤

事
業
実
施

準
備

検
討

調査・計画策
定費⽤
施設整備費⽤

個別地区サポート

農業農村情報通信環境整備推進体制 準備会【活動イメージ】

参考１



⑦飯舘村
（福島県飯舘村）

⑥豊沢川⼟地改良区
（岩⼿県花巻市）

①JAつべつ
（北海道津別町）

⑩にいはま七福芋ブランド推進協議会
（愛媛県新居浜市）

⑪北川村地域活性化協議会教育部会
（⾼知県北川村）

⑤秋⽥県仙北平野⼟地改良区
（秋⽥県⼤仙市、仙北市、美郷町）

②富良野市
（北海道富良野市）

④北⽃市
（北海道北⽃市）

⑨御浜町
（三重県御浜町）

③壮瞥町
（北海道壮瞥町）

モデル地区選定団体名
（対象市町村）

【凡例】

⑧内野⼟地改良区
（滋賀県近江⼋幡市）

令和３年度モデル地区⽀援１１地区

参考２



JAつべつ（北海道津別町）
現状と課題
 主な⽣産物は、⼩⻨、畜産物、じゃがいも、甜菜。典型的な畑作地帯。
 ⽣産者⼾数が減少しており、労働⼒不⾜・⾼齢化が深刻な状況。
 町内の⼤部分が中⼭間地であり、平地が少なく圃場は⼭間に細く延びる形状。
 圃場の⼀部が携帯電話の不感地帯でありＩＣＴ化の阻害要因となっている。

※上記内容（本構想案）は、農業農村情報通信環境整備推進体制準備会がサポートの⼀環として提案・作成したものであり、実際
に実施されることが確定しているわけではありません。

取組全体のイメージ
 ５つの課題を主なテーマとし、これらの課題を解決することで持続可能なアグリシティの実現を
⽬指す。➡ 町内の圃場エリア全域を無線網でエリア化することを⽬指す。

通信インフラの構築案

応募団体

ＮＴＴドコモ／ＮＴＴデータカスタマサービス／インターネットイニシアティブ／関⻄ブロードバンド／地域ＢＷＡ推進協議会
サポートメンバー

BWA LPWAWi‐Fi

応募団体からのコメント

 取組内容や現場条件等を踏まえ通信規格を提案。今後、現場での試験設置・試⾏調査などを通して、
利⽤技術の選定を⾏う必要がある。⽣産者の費⽤負担は1000円/年・10ａを⽬標とする。

持続可能な農業を継続するためには、スマート農業の導⼊を全地域で展開する必要があり、
その根幹となる通信に関し、専⾨家に産地の実情を考慮いただき、構想（案）をまとめていただき
厚く御礼申し上げます。今後においては専⾨家の⼒を借りながら計画策定及び施設整備事業への
申請含め地域内協議を進めます。



内野⼟地改良区（滋賀県近江⼋幡市）
現状と課題

 内野⼟地改良区は、受益⾯積約１１０ｈａ、組合員１１７⼾。
 受益者で営農組合を設⽴し、⽔稲、⻨、⼤⾖、ネギ、ハウスマンゴーなどを栽培。
 管理している⼟地改良施設の省⼒化・⾼度化を要望。

調整池（貯⽔量１４千ｔ）、井⼾の⽤⽔機場１０基、⽤⽔路（開⽔路）１０ｋｍ、
排⽔路⽔⾨ゲート７か所、排⽔路（パイプライン）４ｋｍ 等

 マンゴーハウスの環境制御システムの構築、⿃獣被害対策

※上記内容（本構想案）は、農業農村情報通信環境整備推進体制準備会がサポートの⼀環として提案・作成したものであり、実際
に実施されることが確定しているわけではありません。

取組概要

通信インフラの構想案

応募団体

若鈴コンサルタンツ／クボタ／インターネットイニシアティブ／富⼠通JAPAN／NECソ
リューションイノベータ／地域ＢＷＡ推進協議会
サポートメンバー

BWALPWA Wi‐Fi

応募団体からのコメント
 地区の農家の減少、⾼齢化で⼟地改良施設の管理や営農等の効率化は、待ったなしの課題
でした。情報通信機器を活⽤してかなりの部分で省⼒化できることが分かりました。
今後、この構想を基に地域で話し合いを進めていきたいと思います。

分⽔⼯・⽔路の監視 ⽔⽥・揚⽔機場の管理

 ⼟地改良施設の管理の効率化、ハウスの環境管理、⿃獣被害の防⽌など地区の幅広い課題について、
ＩＣＴを活⽤した解決を⽬指す。

 ⼟地改良施設やハウスに各種センサーを設置し、無線通信でデータをスマホ等に送信し、⾒易いグ
ラフ等で表⽰。管理の効率化・⾼度化を図る。

ハウスマンゴーの管理 ⿃獣被害の防⽌

ローカル５Ｇ

内野地区内のほ場
● 基地局設置箇所 基地局から半径500ｍ

親局の設置例（Lora基地局４台でほ場全域をカバー） ⼦置局の設置例
Loraカメラ ⽔位計 ⾃動給⽔栓

スマホ等による管理ハウスの環境管理



農業農村情報通信環境整備推進体制準備会 会員一覧 
2022 年７月６日時点 

（五十音順） 

１．会員（５３団体） 

（民間事業者）【４２社】 

・アイアグリ株式会社

・アジアプランニング株式会社

・株式会社インターネットイニシアティブ（ＩＩＪ）

・株式会社インフォメーション・ネットワーク・コミ

ュニティ 

・株式会社エヌ・シィ・ティ

・ＮＥＣソリューションイノベータ株式会社

・ＮＥＣネッツエスアイ株式会社

・ＮＴＣコンサルタンツ株式会社

・エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

・株式会社ＮＴＴアグリテクノロジー

・ＮＴＴデータカスタマサービス株式会社

・関西ブロードバンド株式会社

・キタイ設計株式会社

・株式会社クボタ

・クボタシステムズ株式会社

・株式会社恒河技術

・サンテレホン株式会社

・株式会社三祐コンサルタンツ

・株式会社新福島産業創生プロデュース

・セリングビジョン株式会社

・ソフトバンク株式会社

・玉島テレビ放送株式会社

・凸版印刷株式会社

・西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）

・日鉄ソリューションズ株式会社

・日本電気株式会社（ＮＥＣ）

・日本農林資源開発株式会社

・株式会社ハートネットワーク

・パナソニック株式会社 エレクトリックワークス社

・パブリック設計株式会社

・阪神ケーブルエンジニアリング株式会社

・阪神電気鉄道株式会社

・東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）

・日立造船株式会社

・富士通株式会社

・富士通 Japan 株式会社

・ベイシス株式会社

・三菱電機株式会社

・名菱電子株式会社

・株式会社ユニオン

・株式会社流通研究所

・若鈴コンサルタンツ株式会社

（地方自治体）【５自治体】 

・岩見沢市（北海道）

・射水市（富山県）

・塩尻市（長野県）

・袋井市（静岡県）

・宮崎市（宮崎県）

（団体等）【６団体】 

・全国山村振興連盟

・全国農業協同組合中央会

・全国農業協同組合連合会

・全国水土里ネット（全国土地改良事業団体連合会）

・地域ＢＷＡ推進協議会

・国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究

機構 農村工学研究部門

２．オブザーバー 

・総務省

３．事務局 

・農林水産省（農村振興局地域整備課）

参考３



ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して、農業水利施設やため池、集落排水施設などの農業農村インフラの管理の
省力化・高度化を図るとともに、地域活性化やスマート農業の導入に必要な情報通信環境の整備を支援します。

１．農業農村における情報通信環境整備はなぜ必要か？

農村地域では、少子高齢化、人口減少の進行等により、農業農村インフラの維持管理体制の脆弱化や農業生産に
おける労働不足等が懸念され、情報通信技術の活用に期待が高まっています。一方、新型コロナウイルス感染症拡
大により、農村の価値が再認識され、地方移住への関心が高まっており、こうした動きを地域活性化につなげるた
めには、農村に安心して住み続けるための条件整備が必要です。

このため、農林水産省では、本対策により、農業農村における情報通信環境の整備に取り組む地域を支援します。

※ 無線基地局は地域の実状を踏まえて適切な通信規格を選定可能

農業農村インフラの
管理の省⼒化・⾼度化に
関する利⽤

地域活性化及びスマート
農業の推進に関する利⽤

高齢化・人口減少等

農業農村インフラの管理体制の脆弱化
農業生産における労働力不足 等

ライフスタイルの多様化
新型コロナウィルス感染症拡大の影響 等

地方移住への関心の高まり

情勢変化課 題

安心して住み続けられる条件整備情報通信技術の活用

その基盤として...

情報通信環境が不可欠

２．情報通信環境整備対策のイメージ

集落排水施設の監視 鳥獣罠センサー農業水利施設の監視

農業農村インフラ管理の省力化・高度化 地域活性化、スマート農業

情報通信環境の整備
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自動給水栓
（遠隔操作型）

３．支援の対象となる取組

① 計画策定事業

② 施設整備事業

情報通信環境の整備に向けた、次のような取組を支援します。

農業農村インフラの管理の省力化・高度化に必要な光ファイバ、無線基地局等の
情報通信施設及びこれらの施設を地域活性化やスマート農業に有効利用するための
附帯設備の整備を支援します。

・・・国庫補助率：定額

・・・国庫補助：1/2等、事業実施期間：原則３年以内

 事業実施区域における情報通信技術
の利用ニーズ、地形条件、既存の情
報通信施設とその利用可能範囲等の
諸条件の調査

 調査結果を基にした情報通信施設の
導入規格選定等に関する技術的検討

(1) 事業実施区域における情報通信技術の
利用ニーズ等調査

(３) 機器の試験設置、試行調査

(2) 専門家の派遣、ワークショップ

(4) 整備計画の策定【必須】

 (1)の取組を補完するととも
に、地域のニーズに沿った情
報通信施設の整備に関する合
意形成を促進するための専門
家の派遣やワークショップの
実施

 事業実施区域における無線基地
局と水位センサ等の試験設置

 送受信機間の電波通信状況の把
握等のための試行調査

 (1)～(3)の成果を踏まえた、
施設の整備に向けた「情報通
信環境整備計画（仮称）」の
策定

 農業農村インフ
ラ※の管理の省
力化・高度化を
図るために必要
な光ファイバ又
は無線基地局等
の整備

(1) 光ファイバ、無線基地局の整備【必須】 (2) (1)を活用して農業農村インフラ※の監視、
制御を行うための設備の導入

(3) 地域活性化やスマート農業のための設備
の導入

 (1)で整備した通信
施設を地域域活性化
やスマート農業に活
用するための設備
（送受信機等）の導
入

 (1)で整備した光ファ
イバ及び無線基地局を
活用した農業農村イン
フラの監視、制御のた
めの設備（送受信機
等）の導入

※  「農業農村インフラ」とは、「ほ場、農業用用排水施設、農
道等の農業生産基盤及び農業集落排水施設、農業集落道、営
農飲雑用水施設、農業集落防災安全施設等の農村生活環境基
盤」を指します。

無線基地局

マルチセンサ
（気温、風力等）

監視カメラ

光ファイバ

活性化施設の
フリーWi-Fi

💡ポイント
計画を作った後は、施
設の整備に取り組んで
いただく必要があります。

💡ポイント
 整備した通信施設は農業農村インフラの管理に利⽤し
ていただく必要があります。その上で、地域活性化やス
マート農業に有効利⽤することが可能です。

 補助の対象は事業実施主体が所有するものが基本で
す。
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ア 計画策定支援事業（事業主体：都道府県、市町村、土地改良区等／期間：原則２年以内）

イ 計画策定促進事業（事業主体：民間団体／期間：１年以内）

事業を実施する自治体、土地改良区等の課題
解決を全国的にサポートする民間団体の活動

 全国横断的な課題への対応策の検討及び横展開
 個別の事業実施地区への専門的な課題へのサポート



事業の種類 事業実施主体 国庫補助率 実施区域 交付要件 実施期間

計画策定
事業

• 都道府県
• 市町村
• 地方公共団体の

一部事務組合
• 農業協同組合
• 農業協同組合連

合会
• 土地改良区
• 土地改良区連合
• 農業者の組織す

る団体
• 地方公共団体等

が出資する法人
• 地域協議会
• 民間団体※１

定額 1. 農業振興地域及
びこれと一体的
に整備すること
を相当とする農
業振興地域以外
の区域

2. 農林業センサス
規則で定める農
業集落及び一体
と考えられる区
域内の区域

3. 都道府県道又は
幹線市町村道の
路線等と重複し
ない範囲の農道
又は集落道

1. 農山漁村振興推
進計画を策定し
ていること。

原則２年以内
1年以内※１

施設整備
事業

平地
1/2

条件不利地※２

55/100
奄美

6/10
沖縄

2/3

1. 農山漁村振興推
進計画を策定し
ていること。

2. 事業費の合計が
800万円以上

3. 受益面積の合計
がおおむね
20ha（中山間
地域等5ha）以
上※３

原則３年以内

事業実施主体 都道府県 国

農山漁村振興推進計画
事業実施計画書の作成

受理・内容確認

受理・審査

交付対象計画の決定
予算の割当

交付申請書の作成

受理・内容確認

受理

交付金の交付事業の実施

交付対象計画の決定
予算の割当

提出※1

提出

提出

提出

交付金の交付※2

計画策定への助言 計画策定への助言

事
業
実
施
前
年
度

事
業
実
施
年
度
（
1
年
目
～
）

※1 農山漁村振興推進計画の提出は重要な変更がある場合を除き、初年度のみです。
２年目以降は、年度別事業実施計画書を提出します。

※2 交付額については、予算の状況により要望額の交付が行えない場合があります。

（申請書類の準備は余裕を持って行ってください。）５．事業の実施手順

・地域の課題、ニーズおおまかな把握
・基本方針の検討
・地域の推進体制の構築 など

都道府県等への事前相談 実施内容、予算、スケジュール等について調整

情報通信環境を多用途に活用できるよう多様な
関係者による推進体制を構築することが重要

💡ポイント︓具体的な⽬標の設定が必要です。

事
業
完
了
後

事業評価の実施・公表 ・・・完了の翌年度から３年後の9月末日までに実施

確認・報告 確認

準備

報告

※１ 計画策定事業のうち、計画策定促進事業のみが対象です。
※２ 特定農山村法、山村振興法、過疎法、半島振興法、離島振興法、豪雪地帯特別対策措置法、棚田地域振興法、急傾斜地農業振興

臨時措置法の各法に定める指定地域を指します。
※３ 面積要件は農業用用排水施設の管理のための情報通信施設整備を行う場合のみ適用されます。

💡ポイント︓居住エリア向けの光ファイバ整備済みエリアや
携帯電話通信可能エリアでも事業実施は可能です。４．事業実施要件
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６．よくあるご質問

Q4. 整備後の施設の維持管理費やソフトウェアの
月額利用料は補助対象ですか？

Q2. 自動運転トラクタや、後付けタイプの自動運
転用の端末を購入することはできますか？

A2. 自動運転トラクタの導入等
に係る経費は補助対象外で
す。

A4. 本事業は、情報通信施設の
整備に必要な経費が補助対
象です。このため、施設運
用後の維持管理費や月額利
用料等のランニングコスト
は補助対象外です。

Q1. 無線基地局を整備する場合、通信規格は限定
されますか？

Q3. スマートフォン等で遠隔操作が可能な自動給
水栓は導入できますか？

A1. 無線基地局の通信規格は
限定していません。計画
策定事業等により地域の
ニーズ等を確認した上で、
最適なものを選定いただ
くことになります。

A3. 事業で整備する無線基地
局や光ファイバを介して
遠隔操作、遠隔監視でき、
地域全体の水管理の省力
化・高度化を図る場合は
補助対象となります。
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７．事業に関する問合せ先及びホームページ

地域 問い合わせ先窓口 連絡先

北海道 農林水産省農村振興局 整備部地域整備課
農村資源利活用推進班

電話：03-3502-8111

東北（青森県、岩手県、宮城
県、秋田県、山形県、福島
県）

東北農政局 農村振興部地域整備課 電話：022-263-1111

関東（茨城県、栃木県、群馬
県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県、
静岡県）

関東農政局 農村振興部地域整備課 電話：048-600-0600

北陸（新潟県、富山県、石川
県、福井県）

北陸農政局 農村振興部地域整備課 電話：076-263-2161

東海（愛知県、岐阜県、三重
県）

東海農政局 農村振興部地域整備課 電話：052-201-7271

近畿（滋賀県、京都府、大阪
府、兵庫県、奈良県、和歌山
県）

近畿農政局 農村振興部地域整備課 電話：075-451-9161

中国四国（鳥取県、島根県、
岡山県、広島県、山口県、徳
島県、香川県、愛媛県、高知
県）

中国四国農政局 農村振興部地域整備課 電話：086-224-4511

九州（福岡県、佐賀県、長崎
県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県）

九州農政局 農村振興部地域整備課 電話：096-211-9111

沖縄県 内閣府沖縄総合事務局 農林水産部農村振興課 電話：098-866-0031

農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）ホームページ
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/jouhoutsuushin/jouhou_tsuushin.html
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